
令和２年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業の 

実績、事業概要及び効果について 

 

                                   （単位：円） 

事業名 担当課 実績額 

1.災害時における感染症予防対策事業 防災課 16,713,397 

2.マスク・消毒液供給事業 健康増進課 

介護福祉課 

11,301,157 

3.次亜塩素酸水配布事業 財政課 

健康増進課 

2,485,261 

4.WEB会議システム導入事業 総務課 1,123,869 

5.公共的空間安全・安心確保事業 議会事務局 98,780 

6.雇用継続支援事業 産業経済課 6,300,000 

7.中小企業等相談窓口設置事業 産業経済課 528,000 

8.子育て特別応援金事業 こども課 1,481,772 

9.子育て世帯応援金事業 こども課 93,747,296 

10.子育て世帯臨時応援金事業 学校総務課 1,890,000 

11.自転車駐車場学生利用者助成事業 生活環境課 339,200 

12.プレミアム付商品券事業 産業経済課 105,483,656 

13.子育て支援室コラボメニュー開発事業 こども課 850,000 

14.WEBコミュニケーションツール導入事業 総務課 118,800 

15.テレワーク・サテライトオフィスネットワーク整備事業 総務課 32,216,791 

16.手作りマスク製作事業 地域推進課 158,659 

17.新型コロナウイルス感染症対応に係る時間外勤務手当 総務課 3,134,118 

18.職員採用試験におけるWEB面接導入事業 総務課 396,000 

19.庁舎管理事業 財政課 560,136 

20.体温計測カメラ設置事業 財政課 2,679,160 

21.申告相談時における新型コロナウイルス感染症予防対策事業 税務課 3,910,296 

22.感染症 BCP策定事業 健康増進課 2,090,000 

23.窓口における感染症予防事業 市民窓口課 

税務課 

5,244,555 

24.事業継続支援事業（市負担分） 産業経済課 2,450,000 

25.感染拡大防止対策支援事業（市負担分） 産業経済課 29,400,904 

26.ごみ袋配布事業 生活環境課 5,881,122 

27.高齢者配食サービス支援事業（市負担分） 介護福祉課 315,000 

28.乳幼児施設健診事業 健康増進課 2,207,100 

29.地域交通支援事業 都市計画課 7,500,000 

30.スクールバス運行業務委託事業 学校総務課 10,200,360 

31.小中学校消毒事業 学校総務課 12,545,522 

32.フェイスガード購入事業 学校総務課 1,072,500 



事業名 担当課 実績額 

33.就学援助費拡大事業 学校総務課 590,091 

34.小学校校内通信ネットワーク整備事業 学校総務課 35,462,600 

35.中学校校内通信ネットワーク整備事業 学校総務課 20,226,600 

36.夏用（接触冷感）マスク配布事業 学校総務課 1,920,072 

37.小中学校熱中症対策事業 学校総務課 7,734,420 

38.学校臨時休業対策費補助金（国庫補助事業） 

（給食キャンセル食材代金支払事業（３月分）） 

学校総務課 516,249 

39.給食キャンセル食材代金支払事業（４・５月分） 学校総務課 3,826,137 

40.給食費無償化事業（６月分） 学校総務課 18,620,310 

41.給食費半額免除事業（８月分） 学校総務課 9,752,270 

42.学校行事延期経費支弁事業 教育指導課 1,428,561 

43.夏季休業短縮に伴う授業補助員拡充事業 教育指導課 4,721,802 

44.図書館安全・安心確保事業 生涯学習課 3,135,000 

45.子ども・子育て支援交付金（国庫補助事業） こども課 

生涯学習課 

981,000 

46.学校保健特別対策事業費補助金（国庫補助事業） 

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業） 

学校総務課 874,930 

47.学校保健特別対策事業費補助金（国庫補助事業） 

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業） 

学校総務課 9,175,826 

48.児童福祉事業対策費等補助金（国庫補助事業） こども課 288,850 

49.母子家庭等対策費補助金（国庫補助事業） こども課 298,100 

50.母子保健衛生費補助金（国庫補助事業） 健康増進課 504,480 

51.公立学校情報機器整備費補助金（国庫補助事業） 学校総務課 245,248 

52.障害者総合支援事業費補助金（国庫補助事業） 社会福祉課 15,203 

53.保育施設等従事者応援金給付事業 こども課 15,390,000 

54.放課後児童クラブ従事者応援金給付事業 生涯学習課 2,760,000 

55.新型コロナウイルス感染症対策医療機関支援事業 健康増進課 2,568,970 

56.成人式における新型コロナウイルス抗原検査実施事業 生涯学習課 1,951,007 

57.SPI３試験導入事業 総務課 457,600 

58.中学校スキー宿泊学習中止に伴う企画料補助事業 教育指導課 742,800 

59.富士見ヶ丘小学校校内通信ネットワーク整備事業 

（令和３年度へ繰越） 

学校総務課 4,554,000 

60.小学校保健室電話設備整備事業 学校総務課 2,355,320 

61.強い農業実現に向けた共同研究事業 産業経済課 500,000 

62.体調管理アプリ導入事業 学校総務課 277,200 

事業実績額（合計） 516,298,057 

事業実績額 516,298,057  －  令和 2年度配分額 514,768,000  ＝  一般財源 1,530,057 

 

 



１ 災害時における感染症予防対策事業 １６，７１３，３９７円 

 災害により開設する避難所内の衛生環境向上及び飛沫感染対策のため，段ボールパーテーション，

非接触型体温計，嘔吐物処理セット，エアベッド，サーモグラフィーカメラ等を購入し，避難所内

における感染拡大を防止する。 

・事業費内訳  避難所備蓄品購入費 

・段ボールパーテーション  

１，０００セット×４，４００円×１．１＝４，８４０，０００円 

・非接触型体温計 ７２個×５，０００円×１．１=３９６，０００円 

・嘔吐物処理セット ７０個×４，０００円×１．１＝３０８，０００円 

・手指消毒液 ６２本 ８１，８４０円 

         ・使い捨て手袋 ４８箱 ５２，８００円 

         ・単４乾電池（非接触型体温計用） ４箱（１箱４０本入）９，９７４円 

         ・ソーシャルディスタンステープ 

          ４０巻×３，４００円×１．１＝１４９，６００円 

         ・エアベッド １，０００台×２，８５０円×１．１＝３，１３５，０００円 

         ・ガムテープ（段ボールパーテーション製作用）１０箱 ６８，３１０円 

         ・組立式簡易トイレ  

１０７台×１５，０００円×１．１＝１，７６５，５００円 

         ・トイレ用テント １０７台×８，０００円×１．１＝９４１，６００円 

         ・サーモグラフィーカメラ 

          ４式×６９９，０００円×１．１＝３，０７５，６００円 

         ・フロアワイパー ３０本 １７８，２００円 

         ・ダスターシート １５箱 ６６，０００円 

         ・キッチンハイター １４０本 ３０，１８４円 

         ・ペーパータオル ４箱 １９，４０４円 

         ・授乳中の女性用災害時備蓄セット 

          ５０セット×９，５００円×１．１＝５２２，５００円 

         ・おむつポット １５個 ２７，７２０円 

         ・おむつポット用カセット １５セット ３２，３４０円 

         ・避難ルームテント １００個×６，５００円×１．１＝７１５，０００円 

         ・エアベッド（追加） ９５台×２，８５０円×１．１＝２９７，８２５円 

 

《取組の効果》 

  避難所内における安心安全の確保を図ることができた。 

 

 

 

 

２ マスク・消毒液供給事業 １１，３０１，１５７円 

供給不足等により入手が困難なマスクや手指消毒液等を，医療機関や保育所・幼稚園，妊婦や高

齢者等に配布することにより，市民の感染拡大を防止する。 



・マスク配布先 保育所・幼稚園・児童館・小中学校・児童クラブ・医療機関・高齢者福祉施設・

妊婦・高齢者・呼吸器機能障害のある方・医療的ケア児を看護する世帯等 

・手指消毒液配布先 児童館・子育て支援室・保育所・幼稚園・小中学校・公民館・図書館・み

らい平駅・小絹駅等 

・事業費内訳  マスク・消毒液等購入費，郵送料等 

        ・マスク ５０，０００枚×４８円×１．１＝２，６４０，０００円 

             ５０，０００枚×４０円×１．１＝２，２００，０００円 

        ・マスクインナー ３，０００枚×５００円×１．１＝１，６５０，０００円 

        ・非接触型体温計 １４８個×５，０００円×１．１=８１４，０００円 

        ・非接触型体温計 ４１個×５，５００円×１．１=２４８，０５０円 

        ・消毒消耗品等（消毒液，手袋，ごみ袋，長靴等） ２，５７３，９１３円 

        ・マスク郵送料  １，１７５，１９４円 

 

《取組の効果》 

  医療機関や保育所などにおける感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

３ 次亜塩素酸水配布事業 ２，４８５，２６１円 

 電解水生成装置を購入し，新型コロナウイルスへの殺菌効果が期待できる次亜塩素酸水を市民に

配布することにより，市民の感染拡大を防止する。 

 ・事業費内訳  電解水生成装置購入費等 

         ・電解水生成装置 （６４０，０００円＋８５０，０００円）×１．１＝ 

１，６３９，０００円 

         ・電解水生成装置専用ラック ３５０，０００円×２台×１．１＝ 

７７０，０００円 

         ・配布用物品（ビニール手袋，ポリタンク等） ７６，２６１円 

 

《取組の効果》 

  市民の感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

４ WEB会議システム導入事業 １，１２３，８６９円 

庁内 ICT 環境の整備を行い，会議や打ち合わせ等を Web 会議システムで行うことにより，庁舎

内における３密を防ぎ，職員間の感染拡大を防止する。 

 ・事業費内訳  Web会議システム導入費用 

         ・Web会議システム機器等初期導入費用  

２個×４３５，１００円×１．１＝９５７，２２０円 

         ・システム使用料 ６６６，６００円÷３６ケ月×９か月＝１６６，６４９円 

 

《取組の効果》 

  職員の庁舎内における感染拡大防止対策を講じることができた。 



５ 公共的空間安全・安心確保事業 ９８，７８０円 

 議場内の飛沫感染対策等のため，段ボールパーテーション及び非接触型体温計を購入し，市議会

会期中における市議会議員の感染拡大を防止する。 

 ・事業費内訳  議場感染防止備品購入費 

         ・段ボールパーテーション① 

          ７４個×１，０００円×１．１＝８１，４００円 

         ・段ボールパーテーション② 

          ９個×１，２００円×１．１＝１１，８８０円 

         ・非接触型体温計 ５，０００円×１個×１．１=５，５００円 

 

 《取組の効果》 

  市議会会期中における市議会議員の感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

６ 雇用継続支援事業 ６，３００，０００円 

新型コロナウイルス感染症の影響により業績が悪化し，事業活動の縮小等を余儀なくされた市内

事業者に対し，国の雇用調整助成金と併せ，市独自の助成金を支給することにより，雇用調整助成

金制度活用の後押しをするとともに，労働者の雇用維持のさらなる強化を図る。 

・事業費内訳  新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者（国の雇用調整助成金制度を

活用した事業者）への雇用維持に係る助成費用 

        ・助成金 ６３社×１００，０００円＝６，３００，０００円 

 

《取組の効果》 

市内事業所で働く労働者の雇用維持の強化を図ることができた。 

 

 

７ 中小企業等相談窓口設置事業 ５２８，０００円 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業や個人事業主に対し，融資や持続化給付

金，雇用調整助成金等の感染症に関連する様々な支援に関する相談窓口を茨城県行政書士会と連携

して設置することにより，雇用や事業の維持及び支援策の活用を図る。 

・事業費内訳  相談窓口設置に係る茨城県行政書士会への委託料 

行政書士２名×１５，０００円×１．１×１６回＝５２８，０００円 

 

《取組の効果》 

相談窓口を設置し、中小企業や個人事業主が相談できる環境を整備することができた。 

 

 

 

 

 

 



８ 子育て特別応援金事業 １，４８１，７７２円 

学校・幼稚園の休校や保育所利用の自粛要請，さらには外出自粛要請等により，子育て世帯の食

費，水道光熱費等の経済的負担が増加している一方，子どもが家庭にいるため仕事に行けず，収入

が減少している世帯も少なくない状況であり，特にひとり親世帯においては，その傾向は顕著であ

ると思われる。国の臨時特別給付金による生活支援と併せ，市独自の応援金を支給することにより，

経済的負担のさらなる軽減を図り，ひとり親世帯の生活を強力に支援する。 

・事業費内訳  児童扶養手当受給世帯の経済的負担軽減のための応援金に係る経費 

         ・応援金 対象者２９５人×５，０００円＝１，４７５，０００円 

         ・消耗品費等 ６，７７２円 

 

《取組の効果》 

ひとり親世帯の経済的負担の軽減を図り，生活を支援することができた。 

 

９ 子育て世帯応援金事業 ９３，７４７，２９６円 

学校・幼稚園の休校や保育所利用の自粛要請，さらには外出自粛要請等により，子育て世帯の食

費，水道光熱費等の経済的負担が増加している一方，子どもが家庭にいるため仕事に行けず，収入

が減少している世帯も少なくない状況である。子どもの割合が茨城県内で最も高い当市においては，

この影響を受ける世帯の割合は他市より高いと考えられる。国の臨時特別給付金による生活支援と

併せ，市独自の応援金を支給することにより，経済的負担のさらなる軽減を図り，子育て世帯の生

活を強力に支援する。 

・事業費内訳  ０歳～１８歳の児童等のいる世帯の経済的負担軽減のための応援金に係る経費 

         ・応援金 対象者９，２７０人×１０，０００円＝９２，７００，０００円 

         ・申請書類等作成委託料（案内状，申請書，封筒印刷等）４９４，１４２円 

         ・郵便代等役務費 ５４６，２５４円 

         ・消耗品費 ６，９００円 

 

《取組の効果》 

子育て世帯の経済的負担の軽減を図り，生活を支援することができた。 

 

１０ 子育て世帯臨時応援金事業 １，８９０，０００円 

学校の休校や外出自粛要請等により，子育て世帯の食費，学用品費等の経済的負担が増加してい

る一方，子どもが家庭にいるため仕事に行けず，収入が減少している世帯も少なくない状況であり，

特に低所得世帯においては，この影響により生活が困窮することが予想される。国の臨時特別給付

金による生活支援と併せ，市独自の応援金を支給することにより，経済的負担のさらなる軽減を図

り，小中学生のいる低所得世帯の生活を強力に支援する。 

・事業費内訳  低所得（要保護・準要保護）世帯，特別支援教育就学奨励費受給世帯の経済的

負担軽減のための応援金に係る経費 

         ・応援金 対象者３７８人×５，０００円＝１，８９０，０００円 

 

《取組の効果》 

小中学生のいる低所得世帯の経済的負担の軽減を図り，生活を支援することができた。 



１１ 自転車駐車場学生利用者助成事業 ３３９，２００円 

 学校の休校や外出自粛要請，さらには公共交通の利用自粛要請をしている状況下において，その

要請に応じ公共交通を利用していないにも関わらず，駅前自転車駐車場の利用料金のみを負担して

いる市内在住の高校生，大学生，専門学生等に対し，利用料金の助成をすることにより，経済的負

担の軽減を図る。 

・事業費内訳  市内在住の高校生，大学生，専門学生等の令和２年４月及び５月の自転車駐車

場利用料金の助成費用 

・小絹駅学生定期料金（自転車 ７８０円×のべ３６名） ２８，０８０円 

・みらい平駅学生定期料金（自転車・屋根有り １，０４０円×のべ２３９名）

２４８，５６０円 

・みらい平駅学生定期料金（自転車・屋根なし ９４０円×のべ２１名）  

１９，７４０円 

・みらい平駅学生定期料金（バイク・小型 ２，６１０円×のべ１４名）  

３６，５４０円 

・みらい平駅学生定期料金（バイク・中型 ３，１４０円×のべ２名）  

６，２８０円 

 

《取組の効果》 

市内在住の高校生，大学生，専門学生等の経済的負担の軽減を図ることができた。 

 

 

１２ プレミアム付商品券事業 １０５，４８３，６５６円 

外出自粛要請等により消費が落ち込み，経営が悪化している市内中小企業等を支援するため，市

内限定で使用できるプレミアム付商品券（５，０００円で７，０００円の買い物ができる商品券，

じもと応援券が使用できる事業者に対して１０％を上乗せ助成）を発行し，市内における消費を喚

起することにより，地域経済の回復を図るとともに，市民の家計への負担軽減を図る。  

・事業費内訳  商品券のプレミアム分，事業者支援分及び印刷等事務に係る委託料 

         ・プレミアム分  

商品券３９，９５２冊×２，０００円＝７９，９０４，０００円 

         ・事業者支援分（１０％上乗せ支援店舗 １９２店舗）７，２０２，７００円 

        ・印刷等事務委託料 １８，３７６，９５６円 

 

《取組の効果》 

市内における消費を喚起し，地域経済の回復を図ることができた。さらに、市民の家計への負

担軽減を図ることができた。 

 

 

１３ 子育て支援室コラボメニュー開発事業 ８５０，０００円 

子育て支援室と「テイクアウト de おうちごはん」参加飲食店の共同により，市内農産物等を使

用した親子が家庭で楽しめる特色あるメニューを考案し，新型コロナウイルス感染症の影響を受け

た飲食店の売上の回復を図るとともに，地域特産品による地域活性化を図る。  



・事業費内訳  協力飲食店へのテイクアウトメニュー考案，販売等の費用に対する補助金 

        ・補助金 １７店舗×５０，０００円＝８５０，０００円 

 

《取組の効果》 

飲食店の売上の回復及び地域特産品による地域活性化を図ることができた。 

 

 

１４ WEBコミュニケーションツール導入事業 １１８，８００円 

外部機関との会議や面接を行う際，WEB 上でのコミュニケーションを実現するためのツールを

導入することにより，接触機会を軽減することができ，感染拡大を防止する。  

・事業費内訳  Zoom meeting pro ライセンス購入費 

        ５ライセンス×２１，６００円×１．１＝１１８，８００円 

 

《取組の効果》 

職員の感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

１５ テレワーク・サテライトオフィスネットワーク整備事業 ３２，２１６，７９１円 

テレワークやサテライトオフィスでの勤務を実施するため，庁内ネットワーク環境を整備し，「新

しい生活様式」に対応した働き方を推進する。  

・事業費内訳  庁内ネットワーク環境整備費 

        ・閉域通信網開設費 ２３，１００円 

        ・通信料 ３１，８４３円 

        ・LGWAN系プロファイルサーバ構築  ３，６１１，３００円 

        ・庁内 LGWAN接続無線化 ３，０９１，０００円 

        ・庁外 VPN構築 ８６３，５００円 

        ・VPN拠点追加 ３９１，６００円 

・情報管理システム導入・サーバ設定・保守 １１，５８６，５２０円 

        ・LGWAN系サーバ再構築  １，００９，９１０円 

・閉域網通信用モバイルルータ  

３０台×２９，０００円×１．１＝９５７，０００円 

        ・接続端末認証用 USB ３１０個×７８０円×１．１＝２６５，９８０円 

        ・無線接続用アクセスポイント ４，６３５，４００円 

         ・テレワーク・サテライトオフィス用ＰＣ 

７０，５００円×６０台×１．１＝４，６５３，０００円 

         ・サテライトオフィスWEB会議用プロジェクタ・マイク・スピーカー等 

          ４９７，３１０円 

         ・その他テレワーク，サテライトオフィスのための整備費，機器購入費 

          ５９９，３２８円 

 

《取組の効果》 

「新しい生活様式」に対応した働き方の推進及び職員の感染拡大防止対策を講じることができた。 



１６ 手作りマスク製作事業 １５８，６５９円 

供給不足等により入手が困難なマスクの製作を市ボランティア連絡協議会に依頼し，そのマスク

を市内保育施設や放課後児童クラブに配布することにより，市民の感染拡大を防止する。 

・事業費内訳  手作りマスク材料費 

        ・マスク用ゴム（３００ｍ） ３７，９５０円 

        ・マスク用生地等     １２０，７０９円 

 

《取組の効果》 

市民の感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

１７ 新型コロナウイルス感染症対応に係る時間外勤務手当 ３，１３４，１１８円 

新型コロナウイルス感染症対応のため，職員が行った時間外勤務手当を計上する。 

・事業費内訳  新型コロナウイルス感染症対応のための職員の時間外勤務手当 

        ・４月 ３６４．５時間  ７６３，２２３円 

        ・５月 １７３．０時間  ３４３，６０８円 

        ・６月 ２０７．２５時間 ２３９，８０６円 

        ・７月 ２２０．０時間  ２８５，２９２円 

        ・８月  １９．５時間   ４０，６９９円 

        ・９月  ２９．０時間   ３０，０２８円 

        ・１０月  １．５時間    ４，５５２円 

        ・１１月 ３４１．５時間 ６５３，１３８円 

        ・１２月 ６３．０時間  １３１，９８６円 

        ・１月 １９４．２５時間 ４２３，６５１円 

        ・２月  ５６．０時間  １１７，９３７円 

        ・３月  ５４．０時間  １００，１９８円 

 

《取組の効果》 

職員が新型コロナウイルス感染症の対応ができる体制を整備することができた。 

 

 

１８ 職員採用試験におけるＷＥＢ面接導入事業 ３９６，０００円 

職員採用試験にＷＥＢ面接を導入し，受験者が試験のために試験会場に移動しなければならない

機会を減らすことにより，受験者の感染を防止し，安全確保を図る。 

・事業費内訳  ＷＥＢ面接システム使用料 

        ・４５，０００円×８月×１．１＝３９６，０００円 

 

《取組の効果》 

 職員採用試験受験者が安心安全に受験できる環境を整備することができた。 

 

 



１９ 庁舎管理事業 ５６０，１３６円 

窓口業務を行うカウンターや机に仕切り板を設置することにより，来庁者及び職員の飛沫感染を

防ぐ。さらに，会議室を一時的にサテライトオフィスとすることにより，職場における３密を防ぎ，

庁内における感染拡大を防止する。 

・事業費内訳  庁舎環境改善に係る消耗品等購入費 

・飛沫感染防止対策消耗品（塩ビ板，アクリル板，段ボール仕切り板， 

両面テープ，カッター等） ２７６，１０２円 

        ・サテライトオフィス設営備品，消耗品（電源タップ，ＬＡＮケーブル， 

         ＨＵＢ，配線モール等） １５２，９１４円 

        ・消毒対策消耗品（手指消毒液，手指消毒器等） １３１，１２０円 

 

《取組の効果》 

庁内における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

２０ 体温計測カメラ設置事業 ２，６７９，１６０円 

伊奈庁舎及び谷和原庁舎の正面玄関にサーマルカメラを設置し，モニターで来庁者自身が体温を

確認することにより，自身の体調変化に関する意識を高め，庁内における感染拡大を防止する。 

・事業費内訳  体温計測カメラ等設置費用（伊奈庁舎１台，伊奈庁舎（教育庁舎）１台，谷和

原庁舎１台） 

        ・ドームカメラ ３個×４７７，７００円×１．１＝１，５７６，４１０円 

        ・ビデオレコーダー ３個×９２，６００円×１．１＝３０５，５８０円 

        ・ディスプレイ ３個 ２８６，７７０円 

        ・ディスプレイスタンド ３個 １４０，９１０円 

        ・設置・設定費 ３個×８９，６００円×１．１＝２９５，６８０円 

        ・その他消耗品，諸経費等 ７３，８１０円 

     

《取組の効果》 

庁内における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

２１ 申告相談時における新型コロナウイルス感染症予防対策事業 ３，９１０，２９６円 

「申告相談予約システム」及び「市県民税申告書作成支援システム」を導入し，１日当たりの申

告相談人数の平準化及び申告書の自主作成を推進することにより，申告会場における混雑緩和を図

り，庁内における感染拡大を防止する。 

・事業費内訳  システム導入及び感染予防対策経費 

        ・申告相談予約システム導入費 ９６，８００円 

        ・市県民税申告書作成支援システム導入費 ３９６，０００円 

        ・ＮＴＴ回線使用料 １１７，０５０円 

        ・受付用電話機 １０台×１１，５００円×１．１＝１２６，５００円 

        ・ヘッドセット １０台×９，０００円×１．１＝９９，０００円 



        ・予約システム用ＰＣ １０台×６３，０００円×１．１＝６９３，０００円 

        ・申告予約業務委託料 １，８１７，７９３円 

        ・市民への通知（ポスティング等）経費 ２９７，２９４円 

        ・感染予防衝立 ４５，０１３円 

        ・感染予防消耗品（フェイスガード，マスク，消毒液等） ７３，０６０円 

        ・その他消耗品等 １４８，７８６円 

         

《取組の効果》 

申告会場における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

２２ 感染症ＢＣＰ策定事業 ２，０９０，０００円 

感染症発生時における優先業務を洗い出し，業務遂行に必要な施設，職員，備品等の資源を整理

することにより，感染症発生時でも適切に一定の業務を継続し，早期復旧を図ることができる。 

・事業費内訳  ＢＣＰ策定業務委託料 

        ・１，９００，０００円×１．１＝２，０９０，０００円 

 

《取組の効果》 

 感染症発生時でも適切に一定の業務を継続できるための BCPを策定することができた。 

 

２３ 窓口における感染症予防事業 ５，２４４，５５５円 

「キャッシュレス端末機」及び「自動つり銭機能付きレジスター」を導入し，窓口来庁者と職員

間の接触を減らし，かつ，混雑を緩和することにより，窓口における感染拡大を防止する。 

・事業費内訳  キャッシュレス端末機及び自動つり銭機能付きレジスター導入費用 

        ・回線初期導入費用 １８，８００円×２庁舎×１．１＝４１，３６０円 

        ・レジスター購入費用４台×９９７，５００円×１．１＝４，３８９，０００円 

        ・庁内ＬＡＮ配線工事 ２２７，５００円×２庁舎×１．１＝５００，５００円 

        ・レジ台 １２８，５００円×２台×１．１＝２８２，７００円 

        ・その他導入経費 ３０，９９５円 

 

《取組の効果》 

 市役所窓口における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

２４ 事業継続支援事業 ２，４５０，０００円 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け，売上が減少した市内事業者に対し，国の家賃支援給付

金制度と併せ，市独自の助成金を支給することにより，家賃支援給付金制度活用の後押しをすると

ともに，事業の継続及び労働者の雇用維持のさらなる強化を図る。 

・事業費内訳  新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者（国の家賃支援給付金制度を

活用した事業者）への助成費用 

        ・助成金 ４９社×１００，０００円＝４，９００，０００円 



  ※茨城県の２分の１の補助があるため，市負担は２，４５０，０００円 

 

《取組の効果》 

 市内事業者の事業の継続及び労働者の雇用維持の強化を図ることができた。 

 

 

２５ 感染拡大防止対策支援事業 ２９，４００，９０４円 

茨城県のガイドラインに沿って感染拡大防止や時短営業に取り組む事業者に対し助成を行うと

ともに，感染拡大防止対策に取り組んでいる店舗の利用を促進するため，その店舗で利用できるク

ーポン券（１，５００円分）を各世帯に配布することにより，市内における感染拡大防止及び地域

活性化を図る。 

・事業費内訳  感染拡大防止に取り組む事業者への助成費用及び市民へ配布するクーポン券に

係る費用 

        ・感染拡大防止対策支援費  

３３３社×１００，０００円＝３３，３００，０００円 

         ・時短協力事業者支援費 

          ２２２社×３０，０００円＝６，６６０，０００円 

         ・クーポン券（換金分 ２０３社） １４，８３１，４００円 

        ・クーポン券印刷等事務委託料 ３，６７５，５０４円 

※茨城県補助２９，０６６，０００円があるため，市負担は２９，４００，９０４円 

 

《取組の効果》 

  市内における感染拡大防止対策の促進及び地域経済の活性化を図ることができた。 

 

 

２６ ごみ袋配布事業 ５，８８１，１２２円 

在宅勤務や不要不急の外出の自粛等により，自宅で過ごす時間が増え，ごみの排出量が例年に比

べ増加しているため，ごみ袋を各戸配布することにより，家庭の負担軽減を図る。 

・事業費内訳  ごみ袋を各戸配布するための費用 

        ・可燃ごみ袋 ２０，９１８袋×７０円＝１，４６４，２６０円 

        ・不燃ごみ袋 ２０，９１８袋×７９．２円＝１，６５６，７０５円 

        ・OPP袋 ２０，９１８枚×４．４円＝９２，０３９円 

        ・同封チラシ ２０，９１８枚×９．９円＝２０７，０８８円 

        ・封入・配布等 ２，４６１，０３０円 

《取組の効果》 

 コロナ禍でごみの排出量が例年に比べ増加している家庭の負担軽減を図ることができた。 

 

 

 

 

 



２７ 高齢者配食サービス支援事業 ３１５，０００円 

つくばみらい市社会福祉協議会が実施する「高齢者配食サービス事業」に要する経費のうち，「テ

イクアウト de おうちごはん」参加飲食店が実施する配食サービスに係る費用を補助し，新型コロ

ナウイルス感染症の影響で外出が減っている高齢者の孤立防止及び市内飲食店の売上回復を図る。 

・事業費内訳  高齢者配食サービス事業を行っている市社会福祉協議会への補助金 

        ・３１５人×８００円×２回＝５０４，０００円 

         ５０４，０００円－１８９，０００円（市社会福祉協議会負担分）＝ 

         ３１５，０００円 

 

《取組の効果》 

 新型コロナウイルス感染症の影響で外出が減っている高齢者の孤立防止及び市内飲食店の売

上回復を図ることができた。 

 

 

２８ 乳幼児施設健診事業 ２，２０７，１００円 

乳幼児健診は通常時は集団で行っているが，時限的にかかりつけ医等での個別健診に変更するこ

とにより，乳幼児及び保護者の感染拡大を防止し，コロナ禍における健康の保持及び増進を図る。 

・事業費内訳  個別健診に係る費用 

        【３～４か月健診】 

        ・１，７８５，９００円 

        【２歳６か月児歯科健診】 

        ・４２１，２００円 

 

《取組の効果》 

 乳幼児及び保護者の感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

２９ 地域交通支援事業 ７，５００，０００円 

新型コロナウイルス感染症の影響で利用者が減少している路線バス事業者，地域鉄道事業者，タ

クシー事業者，貸切バス事業者に対して，その事業継続を支援し，地域交通の安定的な運行及び市

民の移動手段の確保・維持を図る。 

・事業費内訳  地域交通事業者への支援金 

        ・路線バス事業者（１社） ３，０００，０００円 

        ・地域鉄道事業者（１社） １，０００，０００円 

        ・タクシー事業者（３社）１５台×１００，０００円＝１，５００，０００円 

        ・貸切バス事業者 ２社×１，０００，０００円＝２，０００，０００円 

 

《取組の効果》 

 地域交通の安定的な運行及び市民の移動手段の確保・維持を図ることができた。 

 

 



３０ スクールバス運行業務委託事業 １０，２００，３６０円 

児童の密集を避けるため，スクールバスの増便・増車を行い，スクールバス通学児童の感染拡大

を防止する。 

・事業費内訳  スクールバスの増便・増車に係る委託料 

        ・伊奈小学校（バス増便） ９００円×１８３日×２台×１．１＝ 

３６２，３４０円 

         ・伊奈東小学校（バス増車） 

① ２５，０００円×４８日×１台×１．１＝１，３２０，０００円 

② ２５，０００円×１３５日×２台×１．１＝７，４２５，０００円 

         ・伊奈東小学校（添乗員） ６１２，５４０円 

        ・運転委託（行政バス）  

９，１００円×４８日×１人×１．１＝４８０，４８０円 

 

《取組の効果》 

 スクールバス通学児童の感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

３１ 小中学校消毒作業 １２，５４５，５２２円 

小学校及び中学校の再開にあたり，児童生徒の多くが触れる場所（トイレ，手洗い場，階段の手

すり，ドア等）の消毒作業を行い，児童生徒の感染拡大を防止する。 

・消毒実施期間 ６月８日～３月２４日（１７９日） 

・事業費内訳  消毒作業の委託料 

        ・小学校１０校 ８，０８４，６６８円 

        ・中学校 ４校 ４，４６０，８５４円 

 

《取組の効果》 

 小学校及び中学校における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

３２ フェイスガード購入事業 １，０７２，５００円 

幼稚園，小学校及び中学校において，給食配膳時にフェイスガードを着用することにより，児童

生徒の飛沫による感染拡大を防止する。 

・事業費内訳  フェイスガード購入費 

        ・購入数２，５００個（幼稚園１５０個，小学校１，６６０個，中学校６９０個） 

         ２，５００個×４２９円＝１，０７２，５００円 

 

《取組の効果》 

 幼稚園、小学校及び中学校における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

 



３３ 就学援助費拡大事業 ５９０，０９１円 

新型コロナウイルス感染症の影響による失業や収入減により家計が急変した世帯を支援するた

め，就学援助費の認定基準を拡大し，給付を受けやすくすることにより，経済的負担の軽減を図る。 

・事業費内訳  就学援助費給付額 

        ・小学校 ４人 ３８２，０７１円 

        ・中学校 ２人 ２０８，０２０円 

 

《取組の効果》 

 新型コロナウイルス感染症の影響による失業や収入減により家計が急変した世帯の経済的負

担の軽減を図ることができた。 

 

３４ 小学校校内通信ネットワーク整備事業 ３５，４６２，６００円 

校内通信ネットワークを整備することにより，コロナ禍においても切れ目のない学習環境を提供

し，公正に個別最適化された学びを学校現場で持続的に実現する。 

・事業費内訳  市内小学校１０校の校内ネットワーク整備費用 

        ・校内通信ネットワーク整備業務 １３２，３３０，０００円 

        ・庁舎内通信機器再設定       １，４５４，５００円 

        ・無線 LAN認証サーバ構築     ３，１４３，０００円 

        ・VPNプライオ設定        ３，８５９，１００円 

        ●事業費合計 １４０，７８６，６００円 

          国庫補助事業対象 １０５，３２４，０００円 

          地方単独事業    ３５，４６２，６００円 

 

《取組の効果》 

 小学校において、コロナ禍でも切れ目のない学習環境を整備することができた。 

 

３５ 中学校校内通信ネットワーク整備事業 ２０，２２６，６００円 

校内通信ネットワークを整備することにより，コロナ禍においても切れ目のない学習環境を提供

し，公正に個別最適化された学びを学校現場で持続的に実現する。 

・事業費内訳  市内中学校４校の校内ネットワーク整備費用 

        ・校内通信ネットワーク整備業務  ５６，１００，０００円 

        ・庁舎内通信機器再設定         ５８１，６００円 

        ・無線 LAN認証サーバ構築     １，２５７，０００円 

        ・VPNプライオ設定        １，５４３，０００円 

 

        ●事業費合計 ５９，４８１，６００円 

          国庫補助事業対象 ３９，２５５，０００円 

          地方単独事業   ２０，２２６，６００円 

 

《取組の効果》 

 中学校において、コロナ禍でも切れ目のない学習環境を整備することができた。 



３６ 夏用（接触冷感）マスク配布事業 １，９２０，０７２円 

新しい生活様式として，夏でもマスク着用が推奨されているため，小中学校の児童生徒及び教職

員に夏用（接触冷感）マスクを配布し，飛沫防止による感染拡大及び熱中症を防止する。 

・マスク配布枚数 大人用 ３，５４２枚 

         子供用 １，８５０枚 

・事業費内訳  夏用（接触冷感）マスク購入費 

       ・大人用 ３，５４２枚×３４１円＝１，２０７，８２２円 

       ・子供用 １，８５０枚×３８５円＝７１２，２５０円 

 

《取組の効果》 

 小学校及び中学校における感染拡大防止対策及び熱中症対策を講じることができた。 

 

 

３７ 小中学校熱中症対策事業 ７，７３４，４２０円 

新型コロナウイルス感染症の影響で夏休みが短縮され，８月の暑い時期に登校する児童生徒にと

って，熱中症対策としての水分補給は大変重要であるが，水道の蛇口から直接飲んだり水筒に入れ

たりする方法では，接触機会が増え，新型コロナウイルスに感染するリスクも増えるため，各小中

学校に自動販売機を設置し，児童生徒に１日１本のペットボトルの冷たい水を提供することにより，

感染拡大及び熱中症を防止する。 

・自動販売機設置期間 ８月２４日～１０月３０日 

・事業費内訳  水（ペットボトル）購入費（小学校１０校，中学校４校） 

         ・１０８円×７１，６１５本＝７，７３４，４２０円 

 

《取組の効果》 

 小学校及び中学校における感染拡大防止対策及び熱中症対策を講じることができた。 

 

 

３８ 学校臨時休業対策費補助金（給食キャンセル食材代金支払事業（３月分））５１６，２４９円 

新型コロナウイルス感染症の影響により給食が提供されず，キャンセルした３月分の食材費につ

いて，保護者から徴収した給食費を財源として事業者に支払うのではなく，市の補助金として事業

者に支給することにより，子育て世帯の経済的負担軽減を図り，生活を支援する。 

・国庫補助事業 学校臨時休業対策費補助金（文部科学省） 

・事業費内訳  学校給食用食材納入事業者への補助金 

         ・１１社 ２，０６２，２４９円 

          学校臨時休業対策費補助金交付決定額 １，５４６，０００円 

          交付対象経費 ２，０６２，２４９円－１，５４６，０００円＝ 

５１６，２４９円 

         

 《取組の効果》 

  子育て世帯の経済的負担の軽減を図り，生活を支援することができた。 

 



 

３９ 給食キャンセル食材代金支払事業（４・５月分） ３，８２６，１３７円 

新型コロナウイルス感染症の影響により給食が提供されず，キャンセルした４月及び５月分の食

材費について，保護者から徴収した給食費を財源として事業者に支払うのではなく，市の補助金と

して事業者に支給することにより，子育て世帯の経済的負担軽減を図り，生活を支援する。 

・事業費内訳  学校給食用食材納入事業者への補助金 

         ・４月（４社） １，９０８，５２４円 

         ・５月（１社） １，９１７，６１３円 

 

《取組の効果》 

 子育て世帯の経済的負担の軽減を図り，生活を支援することができた。 

 

 

４０ 給食費無償化事業（６月分） １８，６２０，３１０円 

市立幼稚園，小学校及び中学校の６月分の給食費を全額無償とすることにより，新型コロナウイ

ルス感染症の影響により負担が増加している子育て世帯の経済的負担軽減を図り，生活を支援する。 

・事業費内訳  無償とした給食費 

         ・１８，６２０，３１０円 

 

《取組の効果》 

  子育て世帯の経済的負担の軽減を図り，生活を支援することができた。 

 

 

４１ 給食費半額免除事業（８月分） ９，７５２，２７０円 

新型コロナウイルス感染症の影響により夏休みが短縮され，８月も給食が提供されることとなっ

た小学校及び中学校の給食費を半額免除することにより，新型コロナウイルス感染症の影響により

負担が増加している子育て世帯の経済的負担軽減を図り，生活を支援する。なお，幼稚園について

は，８月は給食の提供なし。 

・事業費内訳  半額免除とした給食費  ９，７５２，２７０円 

 

《取組の効果》 

 子育て世帯の経済的負担の軽減を図り，生活を支援することができた。 

 

 

４２ 学校行事延期経費支弁事業 １，４２８，５６１円 

新型コロナウイルス感染症による休校により，春に予定していた市立中学校の修学旅行が延期に

なった。それに伴い旅行業者に支払う企画料が発生したため，この費用を市が負担することにより，

子育て世帯の経済的負担軽減を図り，生活を支援する。 

・事業費内訳  市が負担する企画料 

         ・伊奈中学校 ８６人×３，３００円＝２８３，８００円 

         ・伊奈東中学校 ６９人×３，１１３円＝２１４，７９７円 



         ・谷和原中学校 １５４人×３，６００円＝５５４，４００円 

         ・小絹中学校 ８４人×４，４７１円＝３７５，５６４円 

 

《取組の効果》 

 子育て世帯の経済的負担の軽減を図り，生活を支援することができた。 

 

 

４３ 夏季休業短縮に伴う授業補助員拡充事業 ４，７２１，８０２円 

新型コロナウイルス感染症による休校の影響で，夏季休業が短縮となり，それに伴い授業時間が

増加したため，増加分の会計年度任用職員（授業補助員）報酬等を計上する。 

・事業費内訳  新型コロナウイルス感染症の影響で増加した会計年度任用職員報酬額等 

         ・非常勤講師 ３，５５０，１８７円 

         ・適応支援教室支援員 ２０１，２４０円 

         ・特別支援教育支援員配置業務委託料 ９７０，３７５円 

 

《取組の効果》 

 新型コロナウイルス感染症の影響で増加した授業時間に対応できる体制を整備することがで

きた。 

 

 

４４ 図書館安全・安心確保事業 ３，１３５，０００円 

図書館利用者に貸出する書籍等を，書籍消毒機により殺菌消毒することにより，書籍を介して感

染するリスクを減らし，感染拡大を防止する。 

・事業費内訳  書籍消毒機購入費等 

         ・書籍消毒機 ３台×９６８，０００円＝２，９０４，０００円 

         ・初期設定・配送費 ３台×７７，０００円＝２３１，０００円 

 

《取組の効果》 

図書館における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

４５ 子ども・子育て支援交付金 ９８１，０００円 

新型コロナウイルス感染症の影響による小学校の臨時休業時等に，放課後児童クラブの開所時間

拡大及びファミリーサポートセンター事業の利用料負担軽減を実施することにより，子どもが安心

して生活できる環境を整備する。 

・国庫補助事業 内閣府 

・事業費内訳  放課後児童クラブ運営費等 

         ・放課後児童クラブ運営委託料（８か所） ３，３１４，０００円 

         ・特別支援教育支援員 ７３８，５５７円 



         ・ファミリーサポートセンター事業補助金 ０円 

         うち，臨時交付金対象金額 ２，９４１，０００円 

 

国庫補助   ９８０，０００円 

県補助    ９８０，０００円 

市負担    ９８１，０００円 

 

《取組の効果》 

 放課後児童クラブ等において、子どもが安心して生活できる環境を整備することができた。 

 

 

４６ 学校保健特別対策事業費補助金（感染症対策のためのマスク等購入支援事業） 

８７４，９３０円 

学校生活における集団感染リスクの軽減を図り，児童・生徒が安心して学ぶことができるよう，

保健衛生用品等を購入する。 

・国庫補助事業 文部科学省 

・事業費内訳  保健衛生用品購入費（小学校１０校，中学校４校） 

         ・消耗品費（消毒用アルコール，ペーパータオル，ゴム手袋，手指消毒器等）  

１，６５５，９３０円 

 

国庫補助 ７８１，０００円 

市負担  ８７４，９３０円 

 

《取組の効果》 

小学校及び中学校における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 

 

４７ 学校保健特別対策事業費補助金（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業）      

９，１７５，８２６円 

学校生活における集団感染リスクの軽減を図り，児童・生徒が安心して学ぶことができるよう，

密閉，密集，密接を回避するための環境を整備する。 

・国庫補助事業 文部科学省 

・事業費内訳  環境整備のための物品購入費（パーテーション，体温測定用サーモグラフィ等） 

         ・小学校１０校，中学校４校 １８，１７５，８２６円 

 

国庫補助 ９，０００，０００円 

市負担 ９，１７５，８２６円 

 

《取組の効果》 

小学校及び中学校における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 



 

４８ 児童福祉事業対策費等補助金（感染防止に配慮した児童虐待・DV等相談支援体制強化事業）      

２８８，８５０円 

外出自粛等に伴う児童虐待や配偶者からの暴力等に関する相談に対応するため，感染防止に配慮

した相談支援体制の構築・強化を図る。 

・国庫補助事業 厚生労働省 

・事業費内訳  オンライン相談等を行うための通信機器導入費 

         ・タブレット端末４台  ４９０，６００円 

         ・タブレット保護ケース，マウス ７８，３２０円 

         ・無線 LANルーター１台 ６，９３０円 

          

国庫補助    ２８７，０００円 

市負担    ２８８，８５０円 

 

《取組の効果》 

 感染防止に配慮した相談支援体制（児童虐待や配偶者からの暴力等に関する相談）の構築・強

化を図ることができた。 

 

 

４９ 母子家庭等対策費補助金（感染防止に配慮したひとり親家庭等相談支援体制強化事業）      

２９８，１００円 

コロナ禍において社会的に孤立しがちなひとり親家庭等からの相談に対応するため，感染防止に

配慮した相談支援体制の構築・強化を図る。 

・国庫補助事業 厚生労働省 

・事業費内訳  オンライン相談等を行うための通信機器導入費 

         ・タブレット端末４台  ４９０，６００円 

         ・タブレット保護ケース，マウス ７８，３２０円 

         ・無線 LANルーター１台 １８，７００円 

         ・無線 LAN中継器１台 ７，４８０円 

     

         国庫補助    ２９７，０００円 

市負担    ２９８，１００円 

 

《取組の効果》 

 感染防止に配慮した相談支援体制（社会的に孤立しがちなひとり親家庭等からの相談）の構築・

強化を図ることができた。 

 

 

 

 

 



５０ 母子保健衛生費補助金（新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総合対策事業

（オンラインによる保健指導等及び育児等支援サービスに限る）及び乳幼児健康診査個別実施支援

事業）  ５０４，４８０円 

コロナ禍においては対面での面談等が難しくなっていることから，オンラインで相談できる環境

を整備することにより，母性並びに乳児及び幼児の健康の保持・増進を図る。 

・国庫補助事業 厚生労働省 

・事業費内訳  オンライン相談等を行うための通信機器導入費 

         ・アクセスポイント構築費 ２９８，９８０円 

         ・パソコン１台      ２０１，４１０円 

         ・タブレット端末２台   ３４９，８００円 

         ・付属品         １５８，２９０円 

 

          国庫補助   ５０４，０００円 

市負担   ５０４，４８０円 

 

《取組の効果》 

 母性並びに乳児及び幼児の相談をオンラインでできる環境を整備することができた。 

 

 

５１ 公立学校情報機器整備費補助金（学校からの遠隔学習機能の強化事業） ２４５，２４８円 

コロナ禍における小・中学校臨時休業等の緊急時に，児童・生徒が円滑に遠隔学習を行えるよう，

ICT環境を整備する。 

・国庫補助事業 文部科学省 

・事業費内訳  WEBカメラ及び USBヘッドセット購入費 

         ・小学校分 ７，７８０円×４０台×１．１＝３４２，３２０円 

           中学校分 ７，７８０円×１６台×１．１＝１３６，９２８円 

 

         国庫補助    ２３４，０００円 

市負担    ２４５，２４８円 

 

《取組の効果》 

 小学校及び中学校において、児童・生徒が円滑に遠隔学習を行える ICT環境を整備することが

できた。 

 

 

５２ 障害者総合支援事業費補助金（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援

事業）   １５，２０３円 

コロナ禍における学校の臨時休業等に伴い，放課後等デイサービスの利用が増えることから，負

担額の補助を行い，利用者負担の軽減を図る。 

・国庫補助事業 厚生労働省 

・事業費内訳  放課後等デイサービス利用負担額補助金 



         ・のべ２７人分   ５８，２０３円 

 

         国庫補助     ２９，０００円 

         県補助      １４，０００円 

市負担     １５，２０３円 

 

《取組の効果》 

 放課後等デイサービス利用者の負担軽減を図ることができた。 

 

 

５３ 保育施設等従事者応援金給付事業 １５，３９０，０００円 

保育施設等の従事者に対し応援金を給付することにより，新型コロナウイルス感染症の拡大期に

おいても，市民生活を支えるために必要不可欠な保育事業の継続を図る。 

・事業費内訳  保育施設等（３１施設）従事者応援金 

         ・３０，０００円×５１３人＝１５，３９０，０００円 

 

《取組の効果》 

 コロナ禍において市民生活を支えるために必要不可欠な保育事業の継続を図ることができた。 

 

 

５４ 放課後児童クラブ従事者応援金給付事業 ２，７６０，０００円 

放課後児童クラブの従事者に対し応援金を給付することにより，新型コロナウイルス感染症の拡

大期においても，市民生活を支えるために必要不可欠な放課後児童クラブ事業の継続を図る。 

・事業費内訳  放課後児童クラブ（８施設）従事者応援金 

         ・３０，０００円×９２人＝２，７６０，０００円 

 

《取組の効果》 

 コロナ禍において市民生活を支えるために必要不可欠な放課後児童クラブ事業の継続を図る

ことができた。 

 

 

５５ 新型コロナウイルス感染症対策医療機関支援事業 ２，５６８，９７０円 

市内医療機関に対し，発熱外来患者に対応する応急プレハブ整備を支援することにより，感染拡

大の防止を図る。 

・事業費内訳  応急プレハブ整備経費 

         ・応急プレハブ貸出経費（７施設） ２，２６８，９７０円 

         ・応急プレハブ導入補助（１施設）   ３００，０００円 

 

《取組の効果》 

 医療機関における感染拡大防止対策を講じることができた。 

 



５６ 成人式における新型コロナウイルス抗原検査実施事業  １，９５１，００７円 

成人式参加者（新成人，来賓，主催者，職員等）全員を対象に抗原検査を実施することにより，

感染拡大を防止し，安全安心に式典に参加できる環境を整える。 

・事業費内訳  抗原検査キット購入費，郵送費等 

         ・抗原検査キット ３，０００円×５６０個×１．１＝１，８４８，０００円 

         ・郵送料 事前案内（新成人４４４人，来賓２０人） ３４，３７８円 

              検査キット（新成人４５３人，来賓１８人） ５２，６７７円 

         ・感染対策消耗品  １５，９５２円 

 

《取組の効果》 

 安心安全に成人式に参加できる環境を整備することができた。 

 

 

５７ SPI３試験導入事業 ４５７，６００千円 

WEB 上で受験可能な SPI３試験を導入し，職員採用試験受験者が自宅等で受験できる環境を整

えることにより，受験者の感染リスクを軽減し，安全確保を図る。 

・事業費内訳  SPI３試験受験料（追加募集分） 

         ・４，０００円×１０４人×１．１＝４５７，６００円 

          

《取組の効果》 

 職員採用試験受験者が安心安全に受験できる環境を整備することができた。 

 

 

５８ 中学校スキー宿泊学習中止に伴う企画料補助事業  ７４２，８００円 

新型コロナウイルス感染症の影響により中学校スキー宿泊学習が中止となった場合に，旅行業者

に支払う企画料を市が負担することにより，子育て世帯の経済的負担軽減を図り，生活を支援する。 

・事業費内訳  旅行業者に支払う企画料 

         ・伊奈中学校  １６８人×２，３１４円＝３８８，７５２円 

         ・伊奈東中学校  ７６人×１，０００円＝７６，０００円 

         ・谷和原中学校 １４１人×１，２６８円＝１７８，７８８円 

         ・小絹中学校   ７０人×１，４１８円＝ ９９，２６０円 

 

《取組の効果》 

 子育て世帯の経済的負担の軽減を図り，生活を支援することができた。 

 

５９ 富士見ヶ丘小学校校内通信ネットワーク整備事業  ４，５５４，０００円 

富士見ヶ丘小学校増築校舎において，校内通信ネットワークを整備することにより，コロナ禍に

おいても切れ目のない学習環境を提供し，公正に個別最適化された学びを学校現場で持続的に実現

する。 

・事業費内訳  富士見ヶ丘小学校増築校舎校内ネットワーク整備費用 

         ・整備費用 ４，５５４，０００円（令和３年度へ繰越） 



 

《取組の効果》 

 富士見ヶ丘小学校において，コロナ禍でも切れ目のない学習を提供できる環境を整備すること

ができた。 

 

 

６０ 小学校保健室電話設備整備事業 ２，３５５，３２０円 

コロナ禍においては，児童が体調不良になったときには迅速に対応する必要があり，また，保護

者からの健康相談も増えているため，保健室における連絡手段の重要性が増している。養護教諭が

体調不良の児童を看ながら電話対応できるよう，保健室に電話設備を整備する。 

・事業費内訳  電話設備のない小学校の保健室への電話設備整備費用（電話機，設置工事費等） 

         ・谷原小学校 ２１０，３２０円 

         ・伊奈小学校 ７１５，０００円 

         ・豊小学校  ７１５，０００円 

         ・十和小学校 ７１５，０００円 

 

《取組の効果》 

 小学校において、児童が体調不良になったときに迅速に対応でき，保護者からの健康相談にも

対応できる環境を整備することができた。 

 

 

６１ 強い農業実現に向けた共同研究事業 ５００，０００円 

農業の人材確保策や地産地消の推進等について筑波大学と共同研究を行うことにより，コロナ禍

においても強い農業の実現を目指す。 

・事業費内訳  共同研究業務委託料 

         ・５００，０００円 

 

《取組の効果》 

 コロナ禍においても強い農業の実現を目指すための共同研究を行うことができた。 

 

 

６２ 体調管理アプリ導入事業 ２７７，２００円 

児童生徒の体温・体調等の確認のため，体調管理アプリを導入することにより，学校内での感染

拡大を防止するとともに，教職員の負担軽減を図る。 

・事業費内訳  体調管理アプリ使用料（１０月～３月 小学校１０校，中学校４校） 

         ・１０円×４，２００人×６月×１．１＝２７７，２００円 

          ６月～９月は無料 

 

《取組の効果》 

 小学校及び中学校での感染拡大防止及び教職員の負担軽減を図ることができた。 

 


